
 許認可等の名称

根拠条例等・条項

 所    管    課

 審  査  基  準

「申請に対する処分」基準等公開票（条例又は規則）

堺市教育文化センター使用許可に関する事務（使用料等の減免）

堺市教育文化センター条例第１２条第４項、第１３条第３項、第１４条第
３項及び第２６条第６項
堺市教育文化センター使用料等規則第３条、第５条及び第７条

教育センター 企画相談課

　堺市教育文化センター条例第１２条第４項、第１３条第３項、第１４条
第３項及び第２６条第６項、堺市教育文化センター使用料等規則第３条、
第５条及び第７条に基づき審査する。

〇堺市教育文化センター条例
　（使用料）
第１２条
（略）
４　市長は、特別の理由があると認めるときは、第１項又は第２項の使用
　料を減額し、又は免除することができる。
　（観覧料）
第１３条
（略）
３　市長は、特別の理由があると認めるときは、第１項の観覧料を減額
　し、又は免除することができる。
　（駐車料金）
第１４条
（略）
３　市長は、特別の理由があると認めるときは、駐車料金を減額し、又は
　免除することができる。
　（利用料金等）
第２６条
（略）
６　指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金等を減額し、又は
　免除することができる。

〇堺市教育文化センター使用料等規則
　（使用料の減免）
第３条　条例第１２条第４項の規定により使用料を減額し、又は免除する
　ことができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市又は条例第２０条の規定によりセンターの管理を行う指定管
　　理者が主催する行事のために使用するとき。　全額
　(2)　前号に掲げるもののほか、市長が特に認めるとき。　全額又は半
　　額
２　条例第１２条第４項の規定により使用料の減額又は免除を受けよう
　とする者は、堺市教育文化センター使用料減免申請書（様式第１号）
　を市長に提出しなければならない。この場合において、市長は、必要
　があると認めるときは、減額又は免除について参考となる資料を添付
　させることがある。
　（観覧料の減免）
第５条　条例第１３条第３項の規定により観覧料を減額し、又は免除する
　ことができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市の区域内に存する学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６
　　号）第１条に規定する学校（大学を除く。）をいう。）の幼児、児童
　　又は生徒（当該幼児、児童又は生徒が介護者を必要とするときは、当
　　該介護者を含む。）及びこれらを引率する教職員が、学校教育活動と
　　してプラネタリウム又は全天周映画（以下この項において「プラネタ
　　リウム等」という。）を観覧する場合　全額
　(2)　本市の区域内に存する児童福祉施設（児童福祉法（昭和２２年法
　　律第１６４号）第７条に規定する児童福祉施設（助産施設及び乳児院
　　を除く。）をいう。）に入所する者（当該入所する者が介護者を必要
　　とするときは、当該介護者を含む。）及びこれを引率する職員が教育
　　上の目的でプラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(3)　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項
　　の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者（介護者を必要と
　　するときは、当該介護者を含む。）がプラネタリウム等を観覧する場
　　合　全額
　(4)　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１
　　２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付
　　を受けている者（介護者を必要とするときは、当該介護者を含む。）
　　がプラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(5)　療育手帳制度について（昭和４８年厚生省発児第１５６号厚生事
　　務次官通知）に基づく都道府県等の規程により療育手帳の交付を受
　　けている者（介護者を必要とするときは、当該介護者を含む。）がプ
　　ラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(6)　６５歳以上の者で本市の区域内に住所を有するもの（介護者を必
　　要とするときは、当該介護者を含む。）がプラネタリウム等を観覧す
　　る場合　全額
　(7)　本市がその主催する行事のために使用する場合　全額
　(8)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合
　　全額又は半額
２　観覧料の減額又は免除を受けようとする者は、堺市教育文化センター
　観覧料減免申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。た
　だし、市長が特に認めるときは、この限りでない。
　（駐車料金の減免）
第７条　条例第１４条第３項の規定により駐車料金を減額し、又は免除す
　ることができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市若しくは他の地方公共団体又は国の公用自動車を駐車すると
　　き。　全額
　(2)　前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。
　　全額又は半額



  標準処理期間 標準処理期間

標準処理期間
を設定できな
い理由

即時(または審査に相当の期間が必要な場合は、申請者に対
し調査等に要する期間を通知する。）

　堺市教育文化センター条例第１２条第４項、第１３条第３項、第１４条
第３項及び第２６条第６項、堺市教育文化センター使用料等規則第３条、
第５条及び第７条に基づき審査する。

〇堺市教育文化センター条例
　（使用料）
第１２条
（略）
４　市長は、特別の理由があると認めるときは、第１項又は第２項の使用
　料を減額し、又は免除することができる。
　（観覧料）
第１３条
（略）
３　市長は、特別の理由があると認めるときは、第１項の観覧料を減額
　し、又は免除することができる。
　（駐車料金）
第１４条
（略）
３　市長は、特別の理由があると認めるときは、駐車料金を減額し、又は
　免除することができる。
　（利用料金等）
第２６条
（略）
６　指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金等を減額し、又は
　免除することができる。

〇堺市教育文化センター使用料等規則
　（使用料の減免）
第３条　条例第１２条第４項の規定により使用料を減額し、又は免除する
　ことができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市又は条例第２０条の規定によりセンターの管理を行う指定管
　　理者が主催する行事のために使用するとき。　全額
　(2)　前号に掲げるもののほか、市長が特に認めるとき。　全額又は半
　　額
２　条例第１２条第４項の規定により使用料の減額又は免除を受けよう
　とする者は、堺市教育文化センター使用料減免申請書（様式第１号）
　を市長に提出しなければならない。この場合において、市長は、必要
　があると認めるときは、減額又は免除について参考となる資料を添付
　させることがある。
　（観覧料の減免）
第５条　条例第１３条第３項の規定により観覧料を減額し、又は免除する
　ことができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市の区域内に存する学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６
　　号）第１条に規定する学校（大学を除く。）をいう。）の幼児、児童
　　又は生徒（当該幼児、児童又は生徒が介護者を必要とするときは、当
　　該介護者を含む。）及びこれらを引率する教職員が、学校教育活動と
　　してプラネタリウム又は全天周映画（以下この項において「プラネタ
　　リウム等」という。）を観覧する場合　全額
　(2)　本市の区域内に存する児童福祉施設（児童福祉法（昭和２２年法
　　律第１６４号）第７条に規定する児童福祉施設（助産施設及び乳児院
　　を除く。）をいう。）に入所する者（当該入所する者が介護者を必要
　　とするときは、当該介護者を含む。）及びこれを引率する職員が教育
　　上の目的でプラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(3)　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項
　　の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者（介護者を必要と
　　するときは、当該介護者を含む。）がプラネタリウム等を観覧する場
　　合　全額
　(4)　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１
　　２３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付
　　を受けている者（介護者を必要とするときは、当該介護者を含む。）
　　がプラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(5)　療育手帳制度について（昭和４８年厚生省発児第１５６号厚生事
　　務次官通知）に基づく都道府県等の規程により療育手帳の交付を受
　　けている者（介護者を必要とするときは、当該介護者を含む。）がプ
　　ラネタリウム等を観覧する場合　全額
　(6)　６５歳以上の者で本市の区域内に住所を有するもの（介護者を必
　　要とするときは、当該介護者を含む。）がプラネタリウム等を観覧す
　　る場合　全額
　(7)　本市がその主催する行事のために使用する場合　全額
　(8)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合
　　全額又は半額
２　観覧料の減額又は免除を受けようとする者は、堺市教育文化センター
　観覧料減免申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。た
　だし、市長が特に認めるときは、この限りでない。
　（駐車料金の減免）
第７条　条例第１４条第３項の規定により駐車料金を減額し、又は免除す
　ることができる場合及びその額は、次のとおりとする。
　(1)　本市若しくは他の地方公共団体又は国の公用自動車を駐車すると
　　き。　全額
　(2)　前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。
　　全額又は半額


